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⑶ 調査研究活動一覧

２ 調査研究活動の実績
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⑷ 主な活動

２ 調査研究活動の実績

内容分析、現地視察前机上調査

ｷｯｸｵﾌ
(8/28)

定例会
(9/12)

資料受領
(9/12)
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現地調査
(11/1.6)

孤立地域ステークホルダ調査

定例会
(9/26)

定例会
(10/10)

定例会
(10/24)

定例会
(11/7)

定例会
(11/21)

定例会
(12/5)

定例会
(12/26)

定例会
(2/13)

定例会
(2/27)

定例会
(1/16)

ﾌｫｰﾗﾑ講演
(10/18)

報道発表
(8/26)

机上調査
(10/15.16)

JUIDA嶋本様
インタビュー
(10/9)

ﾄﾞﾛｰﾝｻﾐｯﾄ
(10/1.2)
札幌

NIRO総会
(11/15)
神戸

ﾒｯｾ名古屋
(10/30)
名古屋

JAPANDrone
(12/19)
大阪

松本公用地
Data取得
(11/8)

Dataｸﾚﾝｼﾞﾝｸﾞ

現地調査
(11/13.19.22.25)

FromTO候補地選定

電波調査手法
（11/18.12/13)ｱﾝﾘﾂ様
（12/9）ﾄﾞｺﾓﾋﾞｼﾞﾈｽ様

ｱﾙﾋﾟｺHD様
（12/10.1/15）

県庁/⾧野市
訪問(10/8)

アルプス山岳郷
(1/26)



２ 調査研究活動の実績

⑸ 調査研究活動の内容及び結果
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２ 調査研究活動の実績

⑸ 調査研究活動の内容及び結果
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海抜経度緯度ポート候補地地点名

1900138.1053336.23399美ヶ原自然保護ｾﾝﾀ駐車場美ヶ原①

1050138.0804536.18707(民)桧の湯駐車場扉温泉②

1550137.6204136.24472上高地ヘリポート上高地③

1500137.6217936.14413白骨ヘリポート白骨④

1280137.7084336.11800奈川小灯の里奈川⑤



２ 調査研究活動の実績

⑸ 調査研究活動の内容及び結果
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（引用）https://drone-journal.impress.co.jp/img/
drone/docs/1185/961/1185961_01_o.jpg



２ 調査研究活動の実績

⑸ 調査研究活動の内容及び結果
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２ 調査研究活動の実績
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２ 調査研究活動の実績

⑸ 調査研究活動の内容及び結果
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３ 結果、考察
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平時のマネタイズ、および災害時の物資輸送、という目的をふまえると、ペイロード(荷物積載量)は20㎏以上は最低ラインであり、実際に国内市場
においてそれを満たす機体も流通しているので、その前提要件で今後の検討を進めるべきである。国内では実証レベルでは10㎏未満の機体にて
飛行実証を広報している事業もあるが、美ヶ原や上高地での孤立者数を考慮すると、有効性は非常に低い。また、平時における日常的なビジネス
での利活用と考えると、10㎏未満ではなおさらニーズの実現性は低くビジネスモデル(マネタイズ)の成立は困難と思われる。
他方、内燃機関(エンジンドローン)も何社かが国内実用間近であるが、こちらは本体の輸送や操縦者育成等含めて確立しておらず、そのリリース動向
は注視しつつも、当面は電動ドローンによる検討が妥当と思われる。

（1）機体選定(ペイロード、駆動方式等)について

DroneWorkSystem社HPより引用

電動
ドローン

DJI社HPより引用

DJI「FLY Cart３０ 」400万～
最大積載量30㎏/航続距離16㎞

MAZEX「森飛55 」R7.6月リリース予定
最大積載量55㎏/航続距離28㎞

DroneWorkSystem 「Eagle77」1,100万～
最大積載量77㎏

YAMAHA「FAZER R」6000万円～
最大積載量33㎏/最大航続距離120㎞/最大飛行時間100分

TSUBAKI「AZ-250 」R８リリース目指す
最大積載量50㎏/最大飛行時間7時間

KAWASAKI「K-Racer」 R８リリース目指す
最大積載量200㎏/航続距離100㎞以上/最大飛行時間1時間

エンジン
ドローン



３ 結果、考察
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２(５)イに記した5か所について「ヘリポート」については管轄の担当者とコンタクトを行い、災害時等に松本市としてドローン物資輸送の拠点として
の利用の可能性の意見交換が必要。有事の際はヘリポートはヘリが離発着する可能性は大きいので、棲み分けが可能でなければ他の候補地を
再選定する必要がある。
それ以外の地点については、駐車場などが対象となっているため、ドローンパイロット(運航事業者)とともにあらためて現地視察を行い、広さや障害物、
立入管理措置の方法等について確認をした上で飛行実証を実施するのが良いと考える。

（2）孤立可能性地域(TO)ドローン離発着場所候補

美ヶ原自然保護ｾﾝﾀ駐車場

1900海抜

36.2339/138.1053緯度経度

備考

桧の湯駐車場

1050海抜

36.1870/138.0804緯度経度

民間施設備考

上高地ヘリポート

1550海抜

36.2447/137.6204緯度経度

備考

白骨ヘリポート

1500海抜

36.1441/137.6217緯度経度

備考

奈川小灯の里

1280海抜

36.1180/137.7084緯度経度

備考



３ 結果、考察
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２(５)⑤に記した美ヶ原エリアでのふもと側(FROM)ドローン離発着場候補地は以下。
入山辺公民館グランドは隣接する公民館での物資ストックや充電の観点、また山際までの航路において民家上空を通過しないルート設定が可能で
非常に有力候補と言える。三城いこいの広場駐車場も周辺に民家等無く、適した土地であるがそもそも「そこ」に到着するまでの陸路がやや険しい。
ドローンの航行距離などが問題なければ、入山辺グランドが第一候補と考える。

（3）ふもと(FROM)ドローン離発着場所候補（美ヶ原）

入山辺公民館グランド

710海抜

36.2292/138.0255緯度経度

備考

中山分校跡地

1900海抜

36.2088/138.0570緯度経度

樹木障害可能性有備考

三城いこいの広場駐車場

1420海抜

36.2087/138.1024緯度経度

王ケ頭目視可能備考

徳運時駐車場

810海抜

36.2209/138.0446緯度経度

民間施設備考



３ 結果、考察
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２(５)⑤に記した上高地エリアでのふもと側(FROM)ドローン離発着場候補地は以下。
＜距離の近い候補地順＞
特に上高地エリア(ヘリポート)は相当奥深いため、電動ドローンの性能的には沢渡ヘリポートあたりからのアプローチが妥当な可能性が大きい。
さらに、このエリアは特に釜トンネル上の目視外飛行に備え、自動飛行に加え映像電波の受信状況等も調査をすることが必要と思われる。

（3）ふもと(FROM)ドローン離発着場所候補（上高地）

中の湯旅館駐車場（民間）

1550海抜

36.2054/137.6007緯度経度

上高地にほど近いが、
ココに到達するまでも
道が険しい。

備考

ふれあいパーク乗鞍駐車場

1220海抜

36.1322/137.6657緯度経度

広さについてパイロットと
再確認が必要

備考

沢渡ヘリポート

1060海抜

36.1733/137.6413緯度経度

平時、オンシーズンは
ココに着くまでも渋滞

備考

大野川小中学校グランド

1200海抜

36.1328/137.6673緯度経度

体育の授業などで利用備考



３ 結果、考察
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２(５)⑤に記した上高地エリアでのふもと側(FROM)ドローン離発着場候補地の残り4か所
奈川支所は小灯の里に対して最適地と思われる。残り3か所は上高地エリアに対して距離が20㎞前後あり、高度差も大きくなるため、ダイレクトに
上高地エリアを直接目指すのはリスクが高い。沢渡ヘリポート (そこまでの道路が寸断されてる場合)に対しての出発地点としてまずは検討、飛行が
可能かの試験を行うのが良いのではないかと考える。

（3）ふもと(FROM)ドローン離発着場所候補（上高地）

奈川支所

1070海抜

36.0886/137.6824緯度経度

奈川小灯の里に至便備考

風穴の里パーキング

870海抜

36.1534/137.7509緯度経度

自動車数多め。場所や
安全管理要件等課題

備考

安曇支所

730海抜

36.1828/137.7851緯度経度

車両出入りが多く災害
時以外は対象外と思わ
れる

備考

安曇公民館

820海抜

36.1618/137.7613緯度経度

広さについてパイロットと
再確認が必要

備考



３ 結果、考察
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〇美ヶ原エリア
・高高度飛行性能評価も兼ねて、距離が短く有視界工程が⾧い美ヶ原エリアでまずは機体選定の意味合いも兼ねて飛行実証を行いたい
荷物無し飛行→重量物資輸送(目視外飛行)
・明神館/桧の湯地区への対応は別途検討
〇上高地エリア
・美ヶ原エリアで選定した機種(運航事業者)と飛行実証ルートを協議する。最終的には赤いルートの航行が理想だが、飛行距離や電波問題等から

区間を区切っての飛行実証試験をR７で行い、災害時での情報連絡体制含めてドローン物流実施要件をまとめたい

（4）飛行ルートについて～R7飛行試験も見据え～

約5㎞

約5㎞

約4㎞

©GoogleEarth



３ 結果、考察
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●本実証事業のテーマである「孤立地域へのドローン物資輸送」が、今後の災害等発生時に実現するように、まずは飛行(技術的)検証を実施し、
美ヶ原エリア、上高地エリアそれぞれにおいて利用可能なドローン物資輸送ルートの確立を目指す

●災害時において松本市災害対策本部等と、ドローン運航事業者、各種物資供給企業との連絡体制や役割分担を協議し、緊急時には
そのフローに沿って救援活動が遂行できるよう体系化を目指す

●今回候補地について運用等定まるところまで至れば、その後は明神・桧の湯、白骨地区はじめ、その他の孤立可能性地域でのドローン運用に
ついても検討を始める（R８以降予定）

（5）R8年以降の事業の方向性について

2010年代におけるドローン飛行の状況と法改正の背景
2010年代において、日本におけるドローンの飛行は比較的寛容であり、趣味のラジコンの延⾧としてドローンを飛ばしたり、空撮を行うなど、自由度が
高い状況であった。しかし、催事会場でのドローンの墜落や、国の重要施設上空での飛行などの問題行動が徐々に増加した結果、2022年に法改正
が実施された。この法改正により、飛行範囲周囲に対する安全配慮義務、飛行ルートの選定方法や整備ログの義務化、パイロットの資格等級等が
定められ、飛行申請から飛行後まで適切な管理下で運用することが義務付けられ、ドローンは以前に比べ安易に扱えるツールでは無くなっている。

ドローン物流の存在意義
このような状況下でもドローン物流を検討する意義は、陸路が遮断されたり、大幅に迂回しなければならない状況において、ヘリコプターよりも手軽に
準備や対応ができる点にある。技術革新の早い分野でもあり、今後の労働力不足問題も踏まえた多面的観点から体制を検討する事は有効と考える。

ドローンサイズ（20kg搬送以上）に関する意味合い
今回想定の２０㎏以上というのは、現時点で国内各地で実証されている5kgや10kgといった実証程度のサイズ感に比べれば実用性が高い。
しかし、それでも10往復しても200kg、軽トラック1台分にも満たない運搬しかできない。安全性や確実性、エネルギー効率を考慮すると、
陸上輸送の方がはるかに優位性が高い。それゆえ、ドローン物流を実施するなら少しでも積載量が多いドローンを選択すべきと考える。

ドローンの平時利活用について
今後、災害時物流のために大型ドローンを購入したとして、平常時も美ヶ原や上高地エリアに対してドローン物資輸送を実施していれば、災害時において
もスムーズに災害支援ができる。しかし、各エリアのステークホルダに日常的にニーズがあるのか、ドローンが飛ぶ事に対して景観や自然界への影響等がな
いのか、なども調査が必要である。
大型ドローンの利活用ニーズも意識し、R８年度以降は民間企業による事業化の可能性があるのかについてR7で検討する。



４ プロジェクトの全体概要（調査研究を踏まえて再定義した結果）

３年間の事業費 37120千円
（Ｒ６年度:調査2120千円 Ｒ7年度:実証15000千円 Ｒ９年度:20000千円）

孤立可能性地域へのドローン物流スキーム構築実証事業

自然災害等での孤立可能性地域はある程度把握できたが、いざ有事の
際にそれらの地点に対してドローン物資輸送を行えるか技術的な確証がないのが
現状。
それゆえ、他地域では徐々に始まっているドローンを利用した物資輸送モデルの検
討に着手しずらいのが課題。

災害発生時等に孤立事案が生じた際は、迅速に必要な支援物資
のドローン輸送対応ができる具体的体制を確立する。
有事に利用するドローンは平常時において松本近隣で他の業務で
利活用するニーズの有無を調べ、ニーズがあれば
その実現を目指す。

19

①自然災害などにより、孤立化を想定していた地域が
実際に孤立した場合は、松本市の災害対策本部
と連携し、支援物資ドローン輸送業務の遂行。

②ドローンの飛行のみならず、飛行に関する手配や
支援物資の手配、災害対策本部連携等を
支援する手法の構築。

③平時においては採用ドローンを利用した民業の
有無を調査したうえで、ニーズがあるならば実現
を目指す。
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